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第１章 本指針の位置付け

我が国においては，経済発展に伴う生産及び消費の拡大，生活様式の多様化及び高度化による住

宅・社会資本の整備及び更新等に伴い，建設資材廃棄物の排出量が増大している。

建設産業は我が国で利用される資源の相当部分を利用している産業であることから，産業廃棄物

（ （ 。 「 」 。）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 昭和４５年法律第１３７号 以下 廃棄物処理法 という

第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。以下同じ ）及びその最終処分量に占める建設資材廃。

棄物の割合も高いものとなっている。

その一方で，廃棄物の処理施設の確保はこれまでにも増して困難なものとなってきており，最終

処分場がひっ迫しつつあるほか，建設資材廃棄物の不法投棄が全国で多く見られるなど，建設資材

廃棄物の処理をめぐる問題が深刻となっている。

また，主要な資源の大部分を輸入に依存している我が国にとっては，これらの廃棄物から得られ

る資源を有効に利用していくことが求められている。

このような状況の中で，我が国における生活環境の保全と健全な経済発展を長期的に確保するた

めには，関係者の適切な役割分担のもとで，再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量を図っていく

ことが重要である。

本指針は このような認識のもとに 国が 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 平， ， 「 」（

成１２年法律第１０４号。以下「法」という ）第３条に基づき定めた「特定建設資材に係る分別。

」（ ）解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等に関する基本方針 平成１３年１月１７日

に即して，法第４条第１項の規定に基づき，鹿児島県における特定建設資材に係る分別解体等及び

特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関して必要な事項を定めるものである。
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第２章 特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の

促進等の基本的方向

１ 基本理念２．

(1) 特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の基本的な理念

資源の有効な利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図るためには，建設資材の開発，製造から

建築物等の設計，建設資材の選択，分別解体等を含む建設工事の施工，建設資材廃棄物の廃棄等

に至る各段階において，廃棄物の排出の抑制，建設工事に使用された建設資材の再使用及び建設

資材廃棄物の再資源化等の促進という観点を持った，環境への負荷の少ない循環型社会経済シス

テムを構築することが必要である。

， ， ，このため 建設資材廃棄物という個別の廃棄物に着目して その再資源化等を促進するために

建設工事の実態や建設業の産業特性を踏まえつつ，必要な措置を一体的に講ずるべきである。

(2) 建設資材に係る廃棄物・リサイクル対策の考え方

建設資材に係る廃棄物・リサイクル対策の考え方としては，循環型社会形成推進基本法（平成

１２年法律第１１０号）における基本的な考え方を原則とし，次に定める優先順位によるものと

する。

① 発生抑制

建設資材廃棄物の発生抑制に努める。

② 再使用

建設工事に使用された建設資材の再使用を行う。

③ 再生利用

発生の抑制や再使用を行っても発生する建設資材廃棄物については，再生利用（マテリアル・

リサイクル）を行う。

④ 熱回収

再生利用が技術的に困難であったり，環境への負荷の程度等の観点から適切でない場合には，

燃焼の用に供することができるもの又はその可能性のあるものについて，熱回収（サーマル・リ

サイクル）を行う。

⑤ 最終処分

上記のいずれの措置も行われないものについては，適正に処理し，最終処分するものとする。

なお，発生した建設資材廃棄物については，廃棄物処理法に基づいた適正な処理を行わなけれ

ばならない。

２．２ 関係者の役割

特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進にあたっては，次

に定める関係者は，適切な役割分担のもとでそれぞれが連携しつつ積極的に参加することが必要

である。
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(1) 建設資材の製造に携わる者

建設資材の製造に携わる者は，端材の発生が抑制される建設資材の開発及び製造，建設資材と

して使用される際の材質，品質等の表示，有害物質等を含む素材等分別解体等及び建設資材廃棄

物の再資源化等が困難となる素材の非使用等により，建設資材廃棄物の排出の抑制並びに分別解

体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の実施が容易となるよう努める必要がある。

(2) 建築物等の設計に携わる者

建築物等の設計に携わる者は，端材の発生が抑制され，また，分別解体等の実施が容易となる

設計，建設資材廃棄物の再資源化等の実施が容易となる建設資材の選択など設計時における工夫

により，建設資材廃棄物の排出の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の実施

が効果的に行われるようにするほか，これらに要する費用の低減に努める必要がある。なお，建

設資材の選択に当たっては，有害物質等を含む建設資材等建設資材廃棄物の再資源化が困難とな

る建設資材を選択しないよう努める必要がある。

(3) 発注者

発注者は，元請業者に対して，建設資材廃棄物の排出の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃

棄物の再資源化等の実施について明確な指示を行うよう努める必要がある。

(4) 元請業者

元請業者は，建設資材廃棄物の発生の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等

の促進に関し，中心的な役割を担っていることを認識し，その下請負人に対して，建設資材廃棄

物の発生の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の実施について明確な指示を

行うよう努める必要がある。

(5) 建設工事を施工する者

建設工事を施工する者は，建設資材廃棄物の発生の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃棄物

の再資源化等を適正に実施するほか，施工方法の工夫，適切な建設資材の選択，施工技術の開発

等により建設資材廃棄物の発生の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の実施

が容易となるよう努める必要がある。

(6) 建設資材廃棄物の処理を行う者

排出した建設資材廃棄物について自らその処理を行う事業者及び建設資材廃棄物を排出する事

（ 「 」 。） ，業者から委託を受けてその処理を行う者 以下 建設資材廃棄物の処理を行う者 という は

建設資材廃棄物の再資源化等を適正に実施しなければならない。

(7) 県

県は，国の施策と相まって，建設資材廃棄物の発生の抑制並びに分別解体等及び建設資材廃棄

物の再資源化等を促進するために必要な調査，研究開発，情報提供，普及啓発確保に努めること

とする。

(8) 市町村

県内の各市町村は，国及び県の施策と相まって，必要な措置を講ずるよう努める必要がある。
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２．３ 特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進

に関する基本的方向

(1) 特定建設資材に係る分別解体等の促進についての基本的方向

特定建設資材に係る分別解体等の実施により特定建設資材廃棄物をその種類ごとに分別するこ

とを確保し，特定建設資材廃棄物の再資源化等を促進するためには，特定建設資材に係る分別解

体等が一定の技術基準に従って実施される必要がある。この技術は，特定建設資材に係る分別解

体等の実施の対象となる建築物等により異なる場合があり，建設工事に従事する者の技能，施工

技術，建設機械等の現状を踏まえ，建築物等に応じ，適切な施工方法により分別解体等が実施さ

れる必要がある。

また，特に施工にあたって大量の建設資材廃棄物を排出することとなる解体工事については，

最新の知識及び技術を有する者による施工が必要であるため，解体工事を施工する者の知識及び

技術力の向上を図るほか，このような技術を有する者に関する情報の提供，適切な施工の監視，

監督等を行う必要がある。

(2) 特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進についての基本的方向

建設資材廃棄物に係る現状及び課題を踏まえると，その再資源化等の促進を図ることが重要で

あることから，対象建設工事のみならず対象建設工事以外の建設工事に伴って生じた特定建設資

材廃棄物についても，再生資源として利用すること等を促進する必要があり，工事現場の状況等

を勘案して，できる限り工事現場において特定建設資材に係る分別解体等を実施し，これに伴っ

て排出された特定建設資材廃棄物について再資源化等を実施することが望ましい。

また，分別解体等が困難であるため混合された状態で排出された建設資材廃棄物についても，

できる限り特定建設資材廃棄物を選別できる処理施設に搬出し，再資源化等を促進することが望

ましい。

なお，これらの措置が円滑に行われるようにするためには，技術開発，関係者間の連携，必要

な施設の整備等を推進することにより，分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費

用を低減することが重要である。

２．４ 県における基本的方向

(1) 県における建設資材廃棄物を取り巻く状況

① 県の地域特性

ア 地勢

， ， ，本県は わが国本土の最南端に位置し 九州本土に属する薩摩・大隅の２大半島および長島

甑島，草垣島，宇治群島ならびに西南に延びる種子島，屋久島，トカラ列島，奄島群島の島し

ょからなっている。東西約２７２㎞，南北約５９０㎞にわたっており，総面積は全国第１０位

の約９，１８７ ㎡である。k

イ 人口・労働力

平成１２年国勢調査によると，県人口は約１７９万人であり，このうち就業者数は約８３万

人である。就業者数のうち建設業は約９万４千人で就業者全体の１１．３％を占めている。

ウ 事業所数・従業員数

平成１３年事業所・企業統計調査によると，事業所数の産業別割合は，卸売・小売業，飲食

店が４２．５％と最も多く，ついでサービス業が３０．７％であり，建設業は９．５％となっ

ている。
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また，従業員数の産業別割合も事業所数と同様な傾向であり，サービス業が３１．６％，卸

売・小売業，飲食店が２８．７％であり，建設業は１０．２％となっている。

エ 総生産

平成１４年度県民経済計算（確報）によると，県内総生産は，約５兆２，２７６億円で，対

前年度比は１．３％減となった。

県内総生産の割合をみると，サービス業は県内総生産全体の２１．１％を占めており，本県

の主要産業となっている。建設業は７．２％で産業別では６位となっている。

オ 離島（法律指定有人島）の状況

離島数は全国第４位の２８島であり，離島面積は全国第１位の約２，４８８ ㎡で本県総面k
積の約２７％を占めている。

また，離島人口は全国第１位の約１９万２千人で，県人口の約１割を占めている。

離 島 数（島） 離島面積（ ㎡） 離島人口（人）k
平成 年 月 日現在 平成 年 月 日現在 平成 年 月 日現在12 10 1 12 10 1 12 10 1

2,488 191,386１ 長 崎 ５５ １ 鹿児島 １ 鹿児島

1,567 171,885２ 沖 縄 ４０ ２ 長 崎 ２ 長 崎

1,014 128,694３ 愛 媛 ３２ ３ 沖 縄 ３ 沖 縄

４ 鹿児島 ２８

7,567 736,145全 合 計 ３１４ 全 合 計 全 合 計

国 県割合 ％ 国 県割合 ％ 国 県割合 ％8.9 32.9 25.9
5,136 509,480九 合 計 １５４ 九 合 計 九 合 計

州 県割合 ％ 州 県割合 ％ 州 県割合 ％18.1 48.4 37.5

② 建設工事をめぐる状況

ア 建設工事の実施状況

近年，県内の建設工事の実施状況は，景気低迷の影響などにより，民間工事が減少し公共工

事が増加する傾向にある。

平成１３年度の県内の建設投資額は９，７４６億円で，対前年度比は６．１％増となった。

また，県内の建築工事の件数は，平成１６年度の建築統計年報によると，建築物の着工件数が

約１万２千件，除去件数が約１，４６０件となっている。

除去建築物は木造，非木造とも近年は減少傾向にあり，除去件数の総数に占める木造，非木

造の割合もほぼ一定で推移している。全国と比較すると，件数については本県と同様に減少傾

向である。また，木造，非木造の割合は，本県の方が全国より非木造の除去件数の割合が高く

なっている。

（国土交通省「建設総合統計年報 ） （単位：億円）県内建設投資額の推移 」

H H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13元

9,659 10,101 10,751 9,374 10,058 10,192 9,257 9,317 8,605 10,286 10,605 9,189 9,746総 額

5,345 5,736 5,478 4,575 4,705 4,575 4,382 4,363 3,696 3,579 3,545 3,141 2,974民間工事

3,876 4,266 3,904 3,729 3,826 3,967 3,905 4,120 3,344 3,236 3,145 2,814 2,598建 築

1,469 1,470 1,574 846 878 608 477 243 353 344 340 327 375土 木

4, 315 4,365 5,273 4,799 5,353 5,617 4,875 4,954 4,908 6,707 7,060 6,047 6,772公共工事

6 32 610 751 840 903 935 730 682 553 871 788 755 549建 築

3, 683 3,755 4,522 3,959 4,450 4,682 4,145 4,272 4,356 5,836 6,272 5,292 6,223土 木
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（国土交通省「建築統計年報 ） （単位：件）除去建築物の状況 」

区 分 Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

1,865 1,442 1,383 1,147 1,103木造

％ ％ ％ ％ ％構成比 ％（ ） 83.6 79.4 78.0 74.6 75.8
365 373 389 391 353非木造

鹿児島県 ％ ％ ％ ％ ％構成比 ％（ ） 16.4 20.6 22.0 25.4 24.2
2,230 1,815 1,772 1,538 1,456総計

％ ％ ％ ％ ％構成比 ％（ ） 100 100 100 100 100
229,197 202,903 172,486 152,735 142,513木造

％ ％ ％ ％ ％構成比 ％（ ） 85.3 84.5 83.5 81.9 81.6
39,381 37,317 34,125 33,691 32,157非木造

全 国 ％ ％ ％ ％ ％構成比 ％（ ） 14.7 15.5 16.5 18.1 18.4
268,578 240,220 206,611 186,426 174,670総計

％ ％ ％ ％ ％構成比 ％（ ） 100 100 100 100 100

イ 建設業許可及び解体工事業者登録の状況

県内における建設業の許可（大臣許可及び県知事許可）の状況は，平成１６年１２月現在，

土木一式が３，７３６社，建築一式 が２，４９１社，どび・土工が３，８１１社などとなっ

ている （重複あり）。

また，解体工事業者の登録は，平成１６年１２月現在，１２３社となっている。

③ 特定建設資材廃棄物の発生の現状と今後の見込み

県内の特定建設資材廃棄物の発生量は，平成１４年度に国が実施した建設副産物実態調査（以

下「センサス」という ）の結果によると，コンクリート塊（コンクリートが廃棄物となったも。

の並びにコンクリート及び鉄から成る資材が廃棄物となったものをいう。以下同じ ）が約６６。

万９千トン，アスファルト・コンクリート塊（アスファルト・コンクリートが廃棄物となったも

。 。） ， （ 。のをいう 以下同じ が約６１万３千トン 建設発生木材 木材が廃棄物になったものをいう

以下同じ ）が約１４万７千トンとなっている。。

また，再資源化率は，コンクリート・アスファルト塊が９９％，コンクリート塊が９５％，建

設発生木材が６０％となっている。

なお，今後の公共投資や経済の動向などをもとに将来における特定建設資材廃棄物の発生量を

予測すると，主に公共工事から発生するアスファルト・コンクリート塊は，ほぼ横這いで推移す

るものと考えられる。

これに対して，建築物の解体工事からの発生比率が高いコンクリート塊及び建設発生木材につ

いては，高度経済成長期に大量に建築された建築物が今後更新期を迎えることから，長期的にみ

ればその発生量は増加傾向にあるものと考えられる。
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建設副産物のリサイクル率

種 類 鹿 児 島 県 九州地方 全 国

平成１２年度 平成１４年度 平成１４年度 平成１４年度

リサイクル率 リサイクル率 リサイクル率 リサイクル率

建設廃棄物全体 ８９％ ９４％ ９１％ ９２％

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 ９８％ ９９％ ９９％ ９９％

コンクリート塊 ９５％ ９５％ ９７％ ９８％

建設発生木材 ４０％ ６０％ ５８％ ６１％

建設汚泥 ２７％ ８３％ ４９％ ６９％

建設混合廃棄物 ０％ ３８％ １９％ ３６％

建設発生土 ７８％ ６９％ ６０％ ６５％

注 ・平成１２，１４年度建設副産物実態調査（センサス）より）

・数字は国，地方公共団体及び民間が行う建設工事のうち一定規模以上のものが対象。

・ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊，ｺﾝｸﾘｰﾄ塊のリサイクル率＝(再使用量＋再生利用量)÷(排出量)

・建設発生木材（伐木材，除根材を含む）のリサイクル率＝(再使用量＋再生利用量＋熱回収)÷(排出量)

・建設汚泥のリサイクル率＝(再使用量＋再生利用量＋脱水による減量化量)÷(排出量)

・建設発生土の有効利用率＝（土砂利用量のうち土量改良を含む建設発生土利用量）÷（土砂利用量）

※利用量には現場内利用を含む。

・上記数値は実態調査結果より，全国の工事実績等を基に拡大推計したものであり，実績はあっても再利用率が０

になる場合がある。

④ 特定建設資材廃棄物の再資源化施設等の状況

県内の廃棄物処理法第１５条の許可を受けた産業廃棄物処理施設のうち，平成１６年１２月現

在で県土木部が特定建設資材廃棄物の受入を確認しているのは，コンクリート塊及びコンクリー

ト・アスファルト塊の破砕施設が１２７箇所，木材の破砕・堆肥化施設が５４箇所，木材の焼却

施設が２３箇所となっている。

(2) 県における対象建設工事の規模に関する基準（法第９条第４項に基づき都道府県知事が条例で

定めることができる建設工事の規模に関する基準）

規模の小さい建築物等に対する分別解体等及び再資源化等の義務付けは，義務を履行するうえ

で必要な費用等に対して得られる効果が小さいことから，法第９条第３項ではこれらの義務付け

を一定規模以上の工事（対象建設工事）について行うこととし，政令で以下の規模以上と定めて

いる。

ア 建築物に係る解体工事については，延床面積８０㎡

イ 建築物に係る新築又は増築工事については，延床面積５００㎡

ウ 建築物に係る修繕及び模様替工事については，請負代金額１億円

エ 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等については，請負代金額５００万円

法第９条第４項の規定により，都道府県は，当該都道府県の区域のうちに，特定建設資材廃棄

物の再資源化等をするための施設及び廃棄物の最終処分場における処理量の見込みその他の事情

から判断して，第９条３項の基準によっては当該区域において生じる特定建設資材廃棄物をその

再資源化により減量することが十分でないと認められる区域があるときは，当該区域について，

条例で，同項の基準に代えて適用すべき建設工事の規模に関する基準を定めることができるとさ

れている。
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国の規模基準の設定の考え方などをもとに，本県における対象建設工事の規模に関する基準を

次のとおりとする。

① 建築物に係る解体工事

発注者に過度の負担を課さない範囲で効率よく分別解体・再資源化等を推進するため，建築物

解体工事の規模基準を政令第２条において延床面積８０㎡と定めている。これにより，床面積で

全体の９１．３％を捕捉し，また床面積８０㎡未満の小規模な解体工事において期待される再資

源化等の実施を含めて，解体工事全体で９５％の目標値を達成できることとなる。

本県においては，建築物解体工事のうち延床面積の８０㎡以上の補足率は９０．６％であり，

， ， 。全国の数値とほぼ同等であることから 県における規模も国と同様 延床面積８０㎡以上とする

建築物解体工事の延床面積規模別捕捉率の推定結果

（昭和３９年～平成１０年までの着工建築物の平成１０年時点での残存（ストック）状況）

延床面積規模 合 計 ７０㎡～ ８０㎡～ ９０㎡～ ㎡～100
国 万棟 ％ ％ ％ ％3,670 71.8 64.8 57.1 49.4

棟 数 県 棟 ％ ％ ％ ％531,933 74.7 67.3 58.4 49.2
国 百万㎡ ％ ％ ％ ％7,020 94.0 91.3 87.9 84.1

延床面積 県 ㎡ ％ ％ ％ ％90,912,884 93.8 90.6 86.2 81.1

② 建築物に係る新築又は増築工事

建築物新築又は増築工事については，延床面積８０㎡の解体工事と同量程度の廃棄物を排出す

る工事の規模基準として，政令第２条において延床面積５００㎡と定めている。

本県においても，政令に準じて，建築物新築又は増築工事の規模基準は延床面積５００㎡とす

る。

③ 建築物に係る新築，増築，解体以外の工事（修繕・模様替え（リフォーム等 ））

建築物に係る新築，増築，解体以外の工事について，延床面積８０㎡の解体工事と同量程度の

廃棄物を排出する工事の規模として，政令第２条において請負代金の額が１億円と定めている。

本県においても，政令に準じて，建築物に係る新築，増築，解体以外の工事の規模基準は請負

代金の額が１億円とする。

（国土交通省資料）新築・修繕工事の規模の考え方

解体床面積 ７０㎡ ８０㎡ ９０㎡ １００㎡

廃棄物発生量 ３６ｔ ４２ｔ ４９ｔ ５５ｔ

新築床面積 ４００㎡ ５００㎡ ６００㎡ ７００㎡

廃棄物発生量 ３５ｔ ４４ｔ ５３ｔ ６１ｔ

修繕工事金額 ５千万円 １億円 ２億円 ３億円

廃棄物発生量 ２１ｔ ４１ｔ ８２ｔ １２３ｔ

④ 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等は，そのほとんどが既に再資源化率の高い公

共事業であることから，民間主体の建築工事より高い再資源化率が確保できる規模として，政令

第２条において工事の請負代金額５００万円を基準としている。

本県においても，政令に準じて，建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の規模基準

を請負代金額５００万円とする。
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鹿児島県における対象建設工事の規模に関する基準（政令と同一）

対象建設工事の種類 規模の基準

８０㎡建築物の解体 床面積の合計

５００㎡建築物の新築・増築 床面積の合計

１億円建築物の修繕・模様替（リフォーム等） 請負代金の額

５００万円建築物以外のものの解体・新築等（土木工事等） 請負代金の額

(3) 鹿児島県における指定建設資材廃棄物の再資源化の距離基準（法第１７条に基づき都道府県知

事が条例で定めることができる距離に関する基準）

特定建設資材廃棄物のうち，建設発生木材については，再資源化施設が地域的に偏在するなど

の制約がある。このため，すべての特定建設資材廃棄物について再資源化等を義務付けた場合に

は，発注者及び受注者に対して過度の負担を強いることとなるおそれがあるため，政令第４条に

おいて指定建設資材廃棄物として建設発生木材を指定し 再資源化等に制約のある場合は縮減 焼， （

却）することができることとしている。

この場合の再資源化施設までの距離基準は，運搬距離とコストの比較等から，施行規則第３条

において５０㎞と定められている。また，地理的条件による制約として，対象建設工事の現場か

ら建設発生木材の再資源化施設までその運搬の道路が整備されておらず，その縮減のための運搬

費用が再資源化のための運搬費用より低い場合についても縮減をすれば足りることとされてい

る。

本県においては，建設発生木材の再資源化施設から５０㎞圏内に県本土の全域がカバーされて

いる。一部の離島は再資源化施設が設置されていないため５０㎞圏外となるが，１島に１箇所の

施設設置で当該離島のほぼ全域が５０㎞圏内となること，今後の再資源化施設の新設の可能性も

大きいことから，距離基準を拡大する必要はないと考えられる。

このため，本県における建設発生木材の再資源化の距離基準については，国で定める基準であ

る とする。５０㎞

第３章 建設資材廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項

３．１ 建設資材廃棄物の排出の抑制の必要性

建設資材廃棄物は，産業廃棄物に占める割合が高い一方で，減量することが困難なものが多い。

このため，限られた資源を有効に活用する観点から，最終処分量を減らすとともに，排出を抑制

することが特に重要である。

３．２ 関係者の役割

建設資材廃棄物の排出の抑制に当たっては，建築物等に係る建設工事の計画・設計段階からの取

組を行うとともに，次に定める関係者は，適切な役割分担のもとでそれぞれが連携しつつ積極的に

参加することが必要である。

(1) 建築物等の所有者

建築物等の所有者は，自ら所有する建築物等について適切な維持管理及び修繕を行い，建築物

等の長期的使用に努める必要がある。
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(2) 建築資材の製造に携わる者

建築資材の製造に携わる者は，工場等における建設資材のプレカット等の実施，その耐久性の

向上並びに修繕が可能なものについてはその修繕の実施及びそのための体制の整備に努める必要

がある。

(3) 建築物等の設計に携わる者

建築物等の設計に携わる者は，当該建築物等に係る建設工事を発注しようとする者の建築物等

の用途，構造，規模その他の建築物等に対する要求に対応しつつ，構造躯体等の耐久性の向上を

図るとともに，維持管理及び修繕を容易にするなど，その長期的使用に資する設計に努めるとと

もに，端材の発生が抑制される施工方法の採用及び建設資材の選択に努める必要がある。

(4) 発注者

発注者は，建築物等の用途，構造その他の建築物等に要求される性能に応じ，技術的及び経済

的に可能な範囲で，建築物等の長期的使用に配慮した発注に努めるほか，建設工事に使用された

建設資材の再使用に配慮するよう努める必要がある。

(5) 建設工事の施工者

建設工事を施工する者は，端材の発生が抑制される施工方法の採用及び建設資材の選択に努め

るほか，端材の発生の抑制，再使用できる物を再使用できる状態にする施工方法の採用及び耐久

性の高い建築物等の建築等に努める必要がある。

特に，使用済コンクリート型枠の再使用に努めるほか，建築物等の長期的使用に資する施工技

術の開発及び維持修繕体制の整備に努める必要がある。

(6) 県

県は，国の施策と相まって，自ら建設工事の発注者となる場合においては，建設資材廃棄物の

排出の抑制に率先して取り組むこととする。

(7) 市町村

市町村は，国及び県の施策と相まって，必要な措置を講ずるよう努める必要がある。

第４章 特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標の設定その他特定建設資材

廃棄物の再資源化等の促進のための方策に関する事項

４．１ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標の設定に関する事項

再資源化施設の立地状況を踏まえ，すべての関係者が再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量を

できるだけ速やかに，かつ，着実に実施することが重要であることから，今後１０年を目途に特定

建設資材廃棄物の再資源化等の促進に重点的に取り組むこととし，平成２２年度（２０１０年度）

における再資源化等率（工事現場から排出された特定建設資材廃棄物の重量に対する再資源化等さ

れたものの重量の百分率をいう ）は，次表のとおりとする。。
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再資源化等率の目標（建設リサイクル推進計画２００２による）

特定建設資材廃棄物 平成２２年度の再資源化等率

コンクリート塊

（コンクリートが廃棄物となったもの並びにコンクリート及

び鉄から成る建設資材に含まれるコンクリートが廃棄物とな ９６％以上

ったものをいう。以下同じ ）。

建設発生木材

（木材が廃棄物となったものをいう。以下同じ ） ６５％。

アスファルト・コンクリート塊

アスファルト・コンクリートが廃棄物となったものをいう ９８％以上（ 。

以下同じ ）。

特に，県の事業においては，再資源化等を先導する観点から，コンクリート塊，建設発生木材及

びアスファルト・コンクリート塊について，平成１７年度までに最終処分する量をゼロにすること

を目指すこととする。

また，市町村の事業においても，県事業と同等を目途とするよう努める必要がある。

なお，特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標については，建設資材廃棄物に関する調査

の結果，再資源化等に関する目標の達成状況及び社会経済情勢の変化等を踏まえて必要な見直しを

行うものとする。

４．２ 特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進のための方策に関する事項

(1) 特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進のための方策に関する基本的事項

特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標を達成するためには，必要な再資源化施設の確

保，再資源化を促進するために必要となるコスト削減等に資する技術開発及び再資源化により得

られた物の利用の促進が必要となる。

具体的には，県は，国の税制上の優遇措置，政府系金融機関の融資等を積極的に活用するよう

その制度の普及に努め，再資源化施設の整備を促進するとともに，特定建設資材廃棄物の再資源

化施設の実態を定期的に把握し，その結果に基づき必要に応じた施策を推進することとする。

(2) 特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進のための具体的方策等

① コンクリート塊

コンクリート塊については，破砕，選別，混合物除去，粒度調整等を行うことにより，再生ク

ラッシャーラン，再生コンクリート砂，再生粒度調整砕石等（以下「再生骨材等」という ）と。

， ， ， ， （ 「 」 。）して 道路 港湾 空港 駐車場及び建築物等の敷地内の舗装 以下 道路等の舗装 という

， ， 。の路盤材 建築物等の埋め戻し材又は基礎材 コンクリート用骨材等に利用することを促進する

また，コンクリート塊の再資源化施設については，新たな施設整備と併せて既存施設の効率的な

稼動を推進するための措置を講ずるよう努める必要がある。
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なお，現状においては，コンクリート塊をコンクリート用骨材として再資源化する費用は，コ

ンクリート用骨材以外のものとして再資源化する費用に比較して高いことから，その費用の低減

のための技術の開発等を行う必要がある。

② 建設発生木材

建設発生木材については，チップ化し，木質ボード，堆肥等の原材料あるいは炭化し，調湿剤

木炭として利用することを促進する。これらの利用が技術的な困難性，環境への負荷の程度等の

観点から適切でない場合には燃料として利用することを促進する。

なお，建設発生木材の再資源化を更に促進するためには，再生木質ボード（建設発生木材を破

砕したものを用いて製造した木質ボードをいう。以下同じ ，再生木質マルチング材（雑草防。）

止材及び植物の生育を保護・促進する材料等として建設発生木材を再資源化したものをいう。以

下同じ ）等について，更なる技術開発及び用途開発を行う必要がある。。

具体的には，住宅構造用建材，コンクリート型枠等として利用することのできる高性能・高機

， ，能の再生木質ボードの製造技術の開発 再生木質マルチング材の利用を促進するための用途開発

燃料用チップの発電燃料としての利用等新たな利用を促進するための技術開発等を行う必要があ

る。

また，このような技術開発等の動向を踏まえつつ，建設発生木材については，建設発生木材の

再資源化施設等の必要な施設の整備について必要な措置を講ずるよう努める必要がある。

③ アスファルト・コンクリート塊

アスファルト・コンクリート塊については，破砕，選別，混合物除去，粒度調整等を行うこと

により，再生加熱アスファルト安定処理混合物及び表層基層用再生加熱アスファルト混合物（以

下「再生加熱アスファルト混合物」という ）として，道路等の舗装の上層路盤材，基層用材料。

又は表層用材料に利用することを促進する。また，再生骨材等として，道路等の舗装の路盤材，

建築物等の埋め戻し材又は基礎材等に利用することを促進する。

加えて，アスファルト・コンクリート塊に係る再資源化施設については，新たな施設整備と併

せて既存施設の効率的な稼動を推進するための措置を講ずるよう努める必要がある。

なお，近年，道路等の舗装の表層用材料として，ガラス，ゴム，樹脂等が混入した加熱アスフ

ァルト混合物を用いる場合もあるが，再資源化の可能性が実証されていない材料又は再資源化が

困難な材料があることから，その再資源化のための技術開発等を行う必要がある。

④ 特定建設資材以外の建設資材

特定建設資材以外の建設資材についても，それが廃棄物となった場合に再資源化等が可能なも

のについてはできる限り分別解体等を実施し，その再資源化等を実施することが望ましい。

また，その再資源化等についての経済性の面における制約が小さくなるよう，分別解体等の実

施，技術開発の推進，収集運搬方法の検討，効率的な収集運搬の実施，必要な施設の整備等につ

いて関係者による積極的な取組が行われることが必要である。

具体的には，次のとおりである。

ア 廃プラスチック

， ， ，プラスチック製品は 建設工事に使用される量が多いことから 建築物の解体の急増に伴い

廃プラスチック（プラスチック製品が廃棄物となったものをいう。以下同じ ）の発生が急増。

すると予想されており，廃プラスチックの再資源化を促進する必要がある。

， ， ，このため 廃プラスチックの再資源化について 経済性の面における制約が小さくなるよう

関係者による積極的な取組が行われることが重要である。
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特に，廃プラスチックに係る再資源化施設等が工事現場の近傍にあり，当該施設等に運搬す

る費用が過大とならないなど，その再資源化が経済性の面において制約が著しくないと認めら

れる場合は，できる限り他の建設資材廃棄物と分別し，当該施設等に搬出するよう努める必要

がある。

このうち，建設資材として使用されている塩化ビニール管・継手等については，これらの製

造に携わる者によるリサイクルの取組が行われ始めているため，関係者はできる限りこの取組

に協力するよう努める必要がある。

イ 石膏ボード

石膏ボードは，高度成長期以降建築物の内装材として広く利用されており，建築物の解体の

急増に伴い，廃石膏ボード（石膏ボードが廃棄物となったものをいう。以下同じ ）の発生が。

急増すると予想されることから，ひっ迫が特に著しい管理型最終処分場（環境に影響を及ぼす

（ 「 」 。） 。 。）おそれのある産業廃棄物 以下 管理型処分品目 という の最終処分場をいう 以下同じ

の状況を勘案すると，その再資源化を促進する必要がある。

このため，廃石膏ボードの再資源化について，経済性の面における制約が小さくなるよう，

関係者による積極的な取組が行われることが重要である。

また，石膏ボードの製造に携わる者等により新築工事の工事現場から排出される廃石膏ボー

ドの収集，運搬及び再利用に向けた取組が行われているため，関係者はできる限りこの取組に

協力するよう努める必要がある。

ウ 再資源化等困難物

再資源化等が困難な建設資材廃棄物を最終処分する場合は，安定型処分品目（環境に影響を

及ぼすおそれの少ない産業廃棄物をいう。以下同じ ）については管理型処分品目が混入しな。

いように分別した上で安定型最終処分場（安定型処分品目の最終処分場をいう ）で処分し，。

管理型最終処分場で処分する量を減らすよう努める必要がある。

第５章 特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用の促進のための

方策に関する事項

５．１ 特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用についての考え方

特定建設資材廃棄物の再資源化を促進するためには，その再資源化により得られた物を積極的に

利用していくことが不可欠であることから，関係者の連携の下で，特定建設資材廃棄物の再資源化

により得られた物に係る需要の創出及び拡大に積極的に取り組む必要がある。

また，特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用に当たっては，必要な品質が確保

されていること並びに環境に対する安全性及び自然環境の保全に配慮することが重要である。

５．２ 関係者の役割

(1) 建設資材の製造に携わる者

建設資材の製造に携わる者は，建設資材廃棄物の再資源化により得られた物をできる限り多く

含む建設資材の開発及び製造に努める必要がある。

(2) 建築物等の設計に携わる者

建築物等の設計に携わる者は，建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材をできる限
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り利用した設計に努める必要がある。

また，このような建設資材の利用について，発注しようとする者の理解を得るよう努める必要

がある。

(3) 発注者

発注者は，建設工事の発注に当たり，建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材をで

きる限り選択するよう努める必要がある。

(4) 建設工事を施工する者

建設工事を施工する者は，建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材をできる限り利

用するよう努める必要がある。

また，これを利用することについての発注者の理解を得るよう努める必要がある。

(5) 建設資材廃棄物の処理を行う者

建設資材廃棄物の処理を行う者は，建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の品質の安定

及び安全性の確保に努める必要がある。

(6) 県

県は，国の施策と相まって，建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用の促進のため

に必要となる調査，研究開発，情報提供，普及啓発，品質基準の策定及び規格化の推進に努める

ほか，建設資材廃棄物の再資源化により得られた物を率先して利用するよう努めることとする。

(7) 市町村

県内の市町村は，国及び県の施策と相まって，必要な措置を講ずるよう努める必要がある。

５．３ 再資源化により得られた物の公共事業での率先利用

県の事業においては，国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第

１００号）の趣旨を踏まえ，民間の具体的な取組の先導的役割を担うことが重要であることから，

特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物を率先して利用するものとする。

具体的には，次のとおりとする。

(1) 再生骨材等

道路等の舗装の路盤材又は建築物等の埋め戻し材若しくは基礎材の調達に当たっては，工事現

場で発生する副産物の利用が優先される場合を除き，当該現場から４０㎞の範囲内でコンクリー

ト塊又はアスファルト・コンクリート塊の再資源化により得られた再生骨材等が入手できる場合

は，利用される用途に要求される品質等を考慮した上で，経済性にかかわらずこれを利用するこ

とを原則とするなどの方策を講ずることとする。

(2) 再生加熱アスファルト混合物

道路等の舗装の基層用材料，表層用材料及び上層路盤材の調達にあたっては，工事現場で発生

する副産物の利用が優先される場合を除き，当該現場から４０㎞及び運搬時間１．５時間の範囲

内でアスファルト・コンクリート塊の再資源化により得られた再生加熱アスファルト混合物が入

手できる場合は，利用される用途に要求される品質等を考慮した上で，経済性にかかわらずこれ

を利用することを原則とするなどの方策を講ずることとする。
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(3) 再生木質ボード

木質コンクリート型枠材については，再生木質ボードを製造する施設の立地状況及び生産能力

並びに利用される用途に要求される品質等を考慮して再生木質ボードの利用を促進することと

し，モデル工事等を通じて施工性，経済性等の適用性の検討を行い，これを踏まえ利用量の増大

に努める。

(4) 再生木質マルチング材等

法面の緑化材，雑草防止材等についても，利用される用途に要求される品質等を考慮して，再

生木質マルチング材等の利用を促進することとし，モデル工事等を通じて施工性，経済性等の適

用性の検討を行い，これを踏まえ利用量の増大に努める。

(5) 調湿剤木炭

調湿剤木炭については，調湿剤木炭を製造する施設の立地状況及び生産能力並びに利用される

用途に要求される品質等を考慮して，調湿剤木炭の利用を促進するものとする。

このため，モデル工事等を通じて建築物の用途，施工性及び経済性等の適用性の検討を行い，

これを踏まえ利用量の増大に努める。

(6) その他

その他の用途についても，特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用の促進が図

られるよう積極的な取組を行う必要がある。

なお，市町村の公共事業においても，国及び県の事業における特定建設資材廃棄物の再資源化

により得られた物の利用の促進のための方策に準じた取組を行う必要がある。

第６章 環境の保全に資するものとしての特定建設資材に係る分別解体等，特定建

設資材廃棄物の再資源化等及び特定建設資材廃棄物の再資源化により得ら

れた物の利用の意義に関する知識の普及に係る事項

特定建設資材に係る分別解体等，特定建設資材廃棄物の再資源化等及び特定建設資材廃棄物の再

資源化により得られた物の利用の促進は，特定建設資材廃棄物の排出の抑制，再資源化により得ら

れた熱の利用の促進等と相まって，資源エネルギー投入量の削減，廃棄物の減量，環境に影響を及

ぼすおそれのある物質の環境への排出の抑制等を通じて，環境への負荷の少ない循環型社会経済シ

ステムを構築していくという意義を有する。

かかる意義を有する特定建設資材に係る分別解体等，特定建設資材廃棄物の再資源化等及び特定

建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用の推進のためには，広範な県民の協力が必要で

あることにかんがみ，県及び市町村は，環境の保全に資するものとしてのこれらの意義に関する知

識について，広く県民への普及及び啓発を図ることとする。

具体的には，環境教育，環境学習，広報活動等を通じて，これらが環境の保全に資することにつ

いての県民の理解を深めるとともに，環境の保全に留意しつつ，特定建設資材に係る分別解体等及

び特定建設資材廃棄物の再資源化等が行われるよう関係者の協力を求めることとする。

特に，特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施義務を負う者

が当該義務を確実に履行することが重要であることから，その知識をこれらの者に対して普及させ

るため，パンフレットなどを作成し配布するとともに，必要に応じて講習会などを実施するものと
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する。

また，発注者が再資源化により得られた物をできる限り利用することが重要であることから，必

要に応じてパンフレットなどを作成し配布するとともに，講習会などを実施するものとする。

第７章 その他特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化

等の促進等に関する重要事項

７．１ 分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用を建設工事の

請負代金の額に適切に反映させるための事項

特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等を適正に実施するために

は，分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用が，発注者及び受注者間で適正に負

担されることが必要である。

このため，発注者は，自らに分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用の適正な

負担に関する責務があることを明確に認識し，当該費用を適正に負担する必要がある。

また，受注者は自らが分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等を適正に行うことができる費

用を請負代金の額として受け取ることができるよう，分別解体等の実施を含む建設工事の内容を発

注者に十分に説明する必要がある。

加えて，県及び市町村は，分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用を建設工事

の請負代金の額に反映させることが分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の促進に直結する

重要事項であることを県民に対し積極的に周知し，当該費用の適正な負担の実現に向けてその理解

と協力を得るよう努めることとする。

また，対象建設工事の受注者間においても，分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要す

る費用が適正に負担されることが必要である。

７．２ 各種情報の提供等に関する事項

県は，対象建設工事受注者が特定建設資材廃棄物の再資源化等を行うにあたって必要となる施設

の稼働情報，対象建設工事の発注者等が当該工事の注文を行うに当たって必要となる解体工事業を

営む者の企業情報等の提供が十分なされるように，インターネット等を活用した情報システムの整

備に努めるものとする。

７．３ 分別解体等及び建設資材廃棄物の処理等の過程における有害物質等の発生の

抑制等に関する事項

建設資材廃棄物の処理等の過程においては，廃棄物処理法，大気汚染防止法（昭和４３年法律第

９７号 ，ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号 ，ポリ塩化ビフェニル廃） ）

棄物の適正な処理の推進に関する特別処理法（平成１３年法律第６５号 ，労働安全衛生法（昭和）

４７年法律第５７号）等の関係法令を遵守し，有害物質等の発生の抑制及び周辺環境への影響の防

止を図らなければならない。

また，建設資材廃棄物の処理等の過程において，フロン類，非飛散性アスベスト等の取り扱いに

は十分注意し，可能な限り大気中への拡散又は飛散を防止する措置をとるよう努める必要がある。

(1) フロン類

冷凍空調機器の冷媒として使用されているフロン類に関して，特定家庭用機器再商品化法（平

成１０年法律第９７号）に規定する特定家庭用機器に該当するユニット型エアコンディショナー
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及び電気冷蔵庫の中に含まれるものについては，特定家庭用機器再商品化法又は廃棄物処理法に

従って処理されなければならない。

このためには，建築物等に係る解体工事等の施工に先立ち，ユニット型エアコンディショナー

及び電気冷蔵庫の所有者は，これらを建築物等の内部に残置しないようにする必要があり，過去

にこれらを購入した小売業者に引取りを求めることが適当である。

また，特定建設資材に係る分別解体等において，これと一体不可分の作業により冷凍空調機器

中のフロン類が大気中へ拡散するおそれがある場合は，事前に回収することによりこれを防止す

る必要がある。

さらに，断熱材に使用されているフロン類については，建築物の解体時におけるフロン類の残

存量が不明確であること，経済的な回収・処理技術が未確立であること等の課題がある。

このため，これらの課題について技術的・経済的な面からの調査・検討を行い，適正かつ能率

的な断熱材の回収，フロン類の回収・処理のための技術開発・施設整備等必要な措置を講ずるよ

う努める必要がある。

(2) 非飛散性アスベスト

非飛散性アスベストについては，粉砕することによりアスベスト粉じんが飛散するおそれがあ

るため，解体工事の施工及び非飛散性アスベストの処理においては，粉じん飛散を起こさないよ

うな措置を講ずる必要がある。

(3) ＣＣＡ処理木材

（ ， 。 。）防腐・防蟻のため木材にＣＣＡ クロム 銅及びヒ素化合物系木材防腐剤をいう 以下同じ

を注入した部分（以下「ＣＣＡ処理木材」という ）については，不適正な焼却を行った場合に。

ヒ素を含む有毒ガスが発生するほか，焼却灰に有害物である六価クロム及びヒ素が含まれること

となる。

このため，ＣＣＡ処理木材については，それ以外の部分と分離・分別し，それが困難な場合に

は，ＣＣＡが注入されている可能性がある部分を含めてこれをすべてＣＣＡ処理木材として焼却

又は埋立を適正に行う必要がある。また，この施設の整備等について関係者による取組が行われ

ることが必要である。

なお，このＣＣＡ処理木材については，残存するＣＣＡに関する経済的な判別・分離・処理技

術が未確立であること等の課題があるため，これらの課題について技術的・経済的な面からの調

査・検討を行い，適正かつ能率的なＣＣＡ処理木材の分離・回収，再資源化のための技術開発・

施設整備等必要な措置を講じ，ＣＣＡ処理木材の再資源化の推進に努める必要がある。

(4) ＰＣＢ

ＰＣＢを含有する電気機器等についても，これらを建築物等の内部に残置しないようにする必

要があるため，建築物等の解体に先立ち，これらは撤去され，ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法及び廃棄物処理法に従って適切に措置されなければならない。

７．４ 環境への負荷の評価についての考え方

関係者は，①特定建設資材の開発，製造，流通，②特定建設資材を使用する建築物等の設計，③

特定建設資材を使用する建設工事の施工，④特定建設資材廃棄物の再資源化等，⑤最終処分等の各

段階における環境への負荷の評価（ライフ・サイクル・アセスメント）の手法について，調査研究

を進めその確立を図るとともに，その手法の活用に努める必要がある。


